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I.　序
　銀行の自己資本比率の国際的統一基準，いわゆる「BIS 規制」は1988年「バーゼル合意」
として取りまとめられ，国際業務を積極的に行う銀行を有する国々のほとんどにおいて漸次
導入されてゆき，現在，世界100カ国以上で適用・実施されている。日本でも，1993年 3 月
決算以降，国際業務を営む全ての銀行にこの BIS 規制が適用されてきた。一方，日本では国
際業務を営まない銀行に対しては「国内基準」が適用されてきた。
　本稿は，日本における銀行の規制自己資本比率の分子すなわち「自己資本」およびその構
成項目と自己資本比率の時系列的変化の関連性，殊に「補完的項目（Tier2）」に算入される
「その他有価証券の評価差益」および「土地の再評価差額」との関連性を記述統計により実
証的に分析することを目的としている。対象期間は，BIS規制が適用された年度すなわち1992
年度から2004年度までとし，対象金融機関は，1992年度～2000年度の期間では全国銀行とし
（本編），2000年度～2004年度の期間では大銀行グループとする（続編）1）。
II.　銀行の「自己資本比率規制」の概要
　まず，銀行の「自己資本比率規制」の概要を示しておこう2
）
。
　以下の「国際統一基準（連結および単体）」がいわゆる BIS 規制である。
漓　国際統一基準
　海外営業拠点を有する銀行の連結および単体の自己資本比率基準は，各々連結財務諸表お
よび単体財務諸表に基づき，次の算式によって得た比率について 8 ％以上とする。
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1） 本稿は，主として次の先行研究：佐藤［2003］第 6 章により触発されたものである。そこでは，
1988年度～1999年度におけるわが国主要16銀行各行の「自己資本比率」の加重平均をめぐって詳
細な実証分析（訳述統計）がなされている。
2） 以下は，全国銀行協会連合会［2000］，参考表 V， p. 47 に依拠している。
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　分析目的の関係で，ここでは上記算式の分母の内容は省略し，分子項目の内容を少し詳し
く示すことにする3
）
。
（i）　連結の場合
　基本的項目（Tier1）： ［資本勘定］＋［連結子会社の少数株主持分］－（［営業権］＋［連結調整
勘定］）
〔資本勘定は非累積的永久優先株，その他有価証券評価差額金（負値の場合のみ）
および為替換算調整勘定等を含む。〕
　補完的項目（Tier2）： ［その他有価証券の評価差益の45％］＋［土地の再評価差額の45％］＋
［一般貸倒引当金］＋［負債性資本調達手段］＋［期限付劣後債務（償還
期間 5 年超）］＋［期限付優先株］
　準補完的項目（Tier3）：［短期劣後債務（償還期間 2 年以上等の条件）］
　控除項目：［他の金融機関の資本調達手段（株式等）の意図的な保有額］等
（ii）　単体の場合
　基本的項目（Tier1）：［資本勘定］－［営業権］
　補完的項目（Tier2）および準補完的項目（Tier3）：（i）と同様。
　控除項目：［他の金融機関の資本調達手段（株式等）の意図的な保有額］
滷　国内基準（連結および単体）
　海外営業拠点を有しない銀行の連結および単体の自己資本比率基準は，各々連結財務諸表
および単体財務諸表に基づき，次の算式によって得られた比率について 4 ％以上とする。
 
（i）　連結の場合
　基本的項目（Tier1）：国際統一基準（連結）と同様。
　補完的項目（Tier2）： ［土地の再評価差額の45％］＋［一般貸倒引当金］＋［負債性資本調達手
段］＋［期限付劣後債務（償還期間 5 年超）］＋［期限付優先株］
　控除項目：国際統一基準（連結）と同様。
自己資本額（基本的項目＋補完的項目＋準補完的項目－控除項目）
自己資本比率＝ ≥ 8 ％
信用リスク・アセット額＋マーケット・リスク額×12.5
自己資本比率＝ ≥ 4 ％自己資本額（基本的項目＋補完的項目－控除項目）
信用リスク・アセット額
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3） 但し，各項目の内容について幾つかの自己資本への算入上限が設けられているが，それらについて
はここでは省略する。
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（ii）　単体の場合
　基本的項目（Tier1）：国際統一基準（単体）と同様。
　補完的項目（Tier2）：国内基準（連結）と同様。
　控除項目：国際統一基準（単体）と同様。
III.　1992年度～2000年度における「全国銀行」の自己資本項目の推移
　1992年度～2000年度における全国銀行業態別・自己資本およびその構成の推移について，
全国銀行協会連合会『全国銀行財務諸表分析』掲載の業態別・「資本勘定」，「一般貸倒引当金」
および「上場有価証券評価差額（含み損益）」4
）
のデータに依り作成した数値表（表 1 ）から，
主として次のような点が指摘できよう。
　まず，表 1 を次ページに示しておく。データは，都市銀行（10行，1998年度以降連結 9 
行），信託銀行（ 7 行，1999年度以降連結 6 行），長期信用銀行（ 3 行，1999年度以降連結 1 
行）の各業態の合計額である。なお，図 1 ～図 6 は何れも表 1 に基づき作成した。
〔1〕　都 市 銀 行
　自己資本は1994年度から減少傾向となり1997年度に急減し，1998年度および99年度に急増
した。その変化の主要な要因は Tier1であったが，98年度以降は「一般貸倒引当金」も増加
した。92年度～96年度までは「上場有価証券評価差額（含み益）」（以後，「有価証券評価差
益」と呼ぶ）はかなり多額であり自己資本を支えていたが，その反動で97年度の急減では「有
価証券評価差益」のかなりの減少による影響が大きくなった（表 1 ，図 1 参照）。
　この点は，〔有価証券評価差益〕の〔資本勘定＋一般貸倒引当金〕に対する比率：以後，「有
価証券差益比率」と呼ぶ）の変化を見ると，一層わかりやすい（図 2 参照）。「有価証券差益
比率」は，92，93，95年度では30％～35％を占め，94，96年度でも15％強～20％弱を占め
ていた。しかし97，98年度には 4 ％～7.5％に低下し，2000年度には激減した。
　他方，自己資本比率（平均）は92年度～97年度まで 9 ％前後が維持され，都銀間の格差も
小さく（標準偏差0.2～0.4），BIS 規制（ 8 ％）を何とかクリアする水準だったが，98年度～
2000年度には11％・12％に上昇した。後者の要因の 1 つは，「一般貸倒引当金比率」（〔一般貸
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4） ここでの「資本勘定」は上記の Tier1に対応する。なお「上場有価証券評価含み益」（2000年度は
「その他有価証券評価含み益」）が全て国際統一基準の自己資本に算入されるわけではないが , 大半
が算入されると考えられるので，ここでは単純化してその全額の45％を算入額として計算している。
 　そして，ここでは「資本勘定」，「一般貸倒引当金」および「上場有価証券評価差益」の合計を「自
己資本」とみなしている。したがって，上記の自己資本比率算式における分母の「補完的項目」の
一部が算入されていないので，上記算式による「自己資本」（分母）算出額よりも相対的に若干小
さい額となっているが，変化の大要等を観察することについて影響は小さいとみなしうる。
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倒引当金〕の〔資本勘定＋一般貸倒引当金〕に対する比率）の上昇である。その比率は98年
度～2000年度では 9 ％ないし10％となり，それ以前よりもかなり高くなった。これは資本勘
定の増加と共に監督当局およびディスクロージャーによる市場のプレッシャーの影響が大き
かったと思われる。そして，このことは都銀間の自己資本比率の格差を表面化させることに
なった。この点は，自己資本比率の標準偏差（0.5～0.7）がそれ以前よりもかなり大きくなっ
ていることからも推測できよう（表 1 参照，△は差損）。
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表 1　銀行業態別 : 資本勘定・一般貸倒引当金・有価証券評価差額および自己資本比率
（1992年度－2000年度）
自己資本比率（B）/
（A）+（B）
（％）
有価証券評価
差益の45％
/（A）+（B）（％）
有価証券評価
差益の45％
（億円）
一般貸倒
引当金
（億円）（B）
資本勘定
（億円）
（A）
年度末
標準偏差平均（％）
0.29.25.331.249,3198,393149,9281992
都　
市　
銀　
行
0.29.65.136.458,3558,232152,2241993
0.28.85.215.824,8718,142149,5591994
0.48.96.134.748,5418,465131,4351995
0.296.018.926,9718,635134,3461996
0.49.58.77.58,5369,796103,3081997
0.711.89.24.18,04718,009177,0921998
0.6129.313.426,71018,606180,9031999
0.511.510.00.484420,070180,0062000
0.210.13.139.614,3091,10134,9891992
信　
託　
銀　
行
0.210.42.944.115,9661,04635,1351993
0.69.53.619.37,1261,33435,5851994
0.8107.463.614,5151,69621,1191995
0.79.88.432.87,9112,02822,0631996
1.411.58.08.61,9351,81920,8051997
1.213.18.43.61,3853,21535,0631998
0.211.47.28.43,4892,97938,3751999
0.311.79.9△0.5△1923,95436,0832000
0.195.453.6164361,66729,0211992
長
期
信
託
銀
行
0.29.35.356.517,4161,63329,2021993
0.28.85.227.68,5391,60229,2861994
0.28.66.143.011,2971,60624,6941995
2.97.16.617.04,5071,76324,8151996
0  10.36.32.25341,56823,2121997
0  11.39.60.3561,72816,2391998
0  12.27.03.15621,25616,6741999
0  11.66.6△1.5△2691,19116,9542000
（注：全国銀行協連合会編『全国銀行財務諸表分析』平成 5 年度～平成12年度各年度版のデータにより作成。）
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〔2〕　信託銀行
　信託銀行の自己資本は94年度から97年度まで年々減少し，98年度に急増し，2000年度にか
けてその水準がほぼ維持された。都銀の推移との主要な相違点は，信託銀行の資本勘定が95
年度に急減したことである。それにも拘らず，自己資本比率（平均）がほぼそれまでの水準
10％を維持出来たのは有価証券差益率が60％に急伸したことおよび一般貸倒引当金比率がか
なり高くなったことによる。他方，97年度以降，有価証券差益率は急低下したが，自己資本
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図 1　都市銀行の自己資本構成
 Ａ：資本勘定　 Ｂ：一般貸倒引当金　 Ｃ：その他有価証券評価差益の45％
図 2　都市銀行の自己資本構成（比率）
  Ａ：自己資本比率
  Ｂ：一般貸倒引当金比率
  Ｃ：有価証券評価差益45％比率
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比率は11％以上に上昇した。これは Tier2 項目内の一般貸倒引当金が増加したことにも依る
が（図 3 および図 4 参照），それ以上に「負債性調達手段」の激増によるところが大きいであ
ろう。この点は都銀の場合も同様であったと言えよう。
　佐藤〔2003〕（pp. 279～283）は，主要行16行（都銀・信託銀・長信銀）の合計で見て，
1997年度，殊に98年度・99年度において，「有価証券含み益の45％」の減少に代わって一般
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図 3　信託銀行の資本構成
図 4　信託銀行の自己資本構成（比率）
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貸倒引当金の増加の他に，「負債性調達手段（劣後債・劣後ローン等）」および「不動産再評
価差額金の45％」（97年度より Tier2 に算入可能）の増加が顕著になり，殊に前者は Tier2 の
圧倒的シェア（70％～80％）を占めるに至ったことを数値により指摘している。
　信託銀行の有価証券差益率は95年度，96年度では都市銀行のそれよりも約 2 倍高い点が注
目され，また自己資本比率（平均）は97，98年度において都銀よりも高いが，その標準偏差
は都銀の 2 倍となっている。したがって，これらの時期には信託銀行のほうが都銀よりも一
層不安定性が大きくなっていたと考えられる。
　1999年度および2000年度において信託銀行の自己資本比率の標準偏差（0.2および0.3）は
それ以前の年度に比べてかなり小さくなったが，2000年度には信託銀行全体として有価証券
評価差益はマイナス（すなわち差損）となった。これは 6 行中 4 行において有価証券評価差
損が発生したことによる。このような状況にも拘らず，比較的高い自己資本比率（平均
11.7％）を維持しえたのは，「負債性調達手段」の大幅な増加を含む Tier2 の増大によるとこ
ろが大きいとみられる。
〔3〕　長期信用銀行
　長期信用銀行の自己資本の減少は信託銀行よりもさらに早く94年度から急減少し，98年度
まで年々減少が続いた。他の業態が98年度には増加に転じたのに対し，長信銀では99年度以
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図 5　長期信用銀行の自己資本構成
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降もほとんど回復しなかった。実際上は，98年度に長期信用銀行の 3 行のうち 2 行が倒産し，
99年度・2000年度には比較的優良であった 1 行のみとなったので，自己資本比率はそれ以前
よりも若干上昇したのである。
　なお，長期信用銀行の場合も92年度～95年度において有価証券評価差益率は高く，殊に
92・93年度では50～60％であり，他の業態よりもはるかに高かった。そのため97・98年度に
おける有価証券評価差益の急減は激しいショックとなり，殊に 2 行の財務状況は極めて不安
定となった（図 5 および図 6 参照）。
IV.　結　　　　　び
　BIS 加盟後数年間，日本の主要銀行の規制自己資本比率は主として「有価証券の評価差益」
に依って支えられていた。しかし1997年度頃からその支えが急速に弱くなり，主要銀行の財
務状況は不安定となった。その後，それに代わって「負債性調達手段」が自己資本比率の主
要な構成要因となった。この傾向は2000年代前半において主要な大銀行グループの自己資本
比率について一層顕著となっている。この点の実証分析は続編において行うことにしたい。
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図 6　長期信用銀行の自己資本構成（比率）
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